別記様式第１号
○○年度スマート農業推進事業実施計画書（兼　事業実施報告書）

事業実施年：　　　年　　　月　　　日提出
実施１年後：　　　年　　　月　　　日提出
実施２年後：　　　年　　　月　　　日提出
実施３年後：　　　年　　　月　　　日提出
１．事業実施主体について
	事業実施主体名
	

	事業実施主体（代表者）の所在地
	〒

	代表者職・氏名
	



２．整備する機器類について
	[bookmark: _Hlk220941262]商品名
	

	使用目的等
	

	販売社名・住所
	〒

	整備台数
	

	単価
	税別：　　　　　　　　　円、　税込：　　　　　　　　　円

	実施要領の別表「補助対象機器類」への該当事項
	該当に○
	該当事項

	
	
	①農林水産省「農業新技術 製品･サービス集」「スマート農業技術カタログ」に掲載されている機器類や「スマート農業実証プロジェクト」「戦略的スマート農業技術等の開発・改良」で実用性が検証されている機器類。（該当ページの写しを添付すること）

	
	
	②やまなし次世代農業チャレンジ事業、やまなしスマート農業実装事業にて整備され、有効性が認められる機器類。（管轄の農務事務所から情報提供を受けること）

	
	
	③その他、スマート農業技術等の先進技術を実装し、省力化・低コスト化・高品質化による生産性の向上に資する機器類。（下欄へ先進技術の内容を記載すること）

	
	
	先進技術の内容：



３．事業導入効果について（事業申請時に積算）
	機器類の整備に係る総事業費
	税別：　　　　　　　　　円、　税込：　　　　　　　　　円

	県補助金要望額
	　　　　　　　　　　　　円

	機器類の整備による生産性向上額
（年間の向上額を積算）

※積算に使用する数値の例
①省力化：山梨県最低賃金等
②低コスト化：各種生産資材費等
③高品質化：より高値で取引されている他産地の市場価格等
	生産性向上額：　　　　　　　　円／年
積算：

	補助金額に対する生産性の向上率
	年間　　　　　％（整備機器類による生産性向上額／補助金額要望額）



４．事業成果について
	事業目標
（10％以上に設定）
	年間の生産コストの削減率：　　　　　％
積算：

	○○年度
（整備実施年度）
	年間の生産コストの削減率：　　　　　％
積算：

	○○年度
（事業実施１年後）
	年間の生産コストの削減率：　　　　　％
積算：

	○○年度
（事業実施２年後）
	年間の生産コストの削減率：　　　　　％
積算：

	○○年：目標年度
（事業実施３年後）
	年間の生産コストの削減率：　　　　　％
積算：


注１：年間の生産コストの削減率＝（１－整備後の年間生産コスト／整備前の年間生産コスト）×１００
注２：本事業で整備した機器類が、直接活用される生産工程について積算する。

５．添付書類
（１）事業実施計画書の提出時
1 補助対象機器類のカタログや仕様書など（メーカーや型式・能力などが分かるもの）
2 補助対象機器類の見積書の写し（交付要綱第７条第１項のただし書きに基づく場合は原則２者以上）
3 実施要領の別表「補助対象機器類」への該当事項に関連した書類の写し（必要に応じて提出）
4 定款や規約など事業実施主体の概要が分かるものの写し（代表者名、所在地、連絡先、団体設置目的、構成者、創設日など）
5 同様の用途の機器類を複数台整備する場合の理由書（必要に応じて提出）
6 その他、知事が必要と認める書類

（２）事業実施報告書の提出時（補助対象機器類の整備を実施した年度のみ添付）
1 発注書もしくは契約書の写し
2 納品書の写し
3 請求書の写し
4 支払いを証明する書類の写し（銀行振り込みなど第三者が支払いを証明できる書類。現金払いによる領収書は不可）
5 補助対象機器類のカラー写真（機器全体、メーカー・型番が分かるもの）
6 補助金振込先の預金通帳などの写し（金融機関名、支店名、口座種類・番号、口座名義が分かるもの）
7 財産管理台帳（交付要綱第１５条第３号に基づく様式第１３号）の写し
8 補助対象機器類の管理運営に係る規約の写し（管理責任者名、保管場所、故障時の修理費用の負担、日常の点検・整備など）
9 その他、知事が必要と認める書類
2
